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2.安価な労働者としての研修生・伎能実習生

第4車 外国人労働者のセーフテイネットと提言

1.外国人労働者を救済するセーフテイネット

2.外国人労働者施策に向けての提言

おわりに一「みんなを幸せにすること」と異文

化経営の課題ー

はじめにー研究の背景と目的-

日本人の言語能力.特に英語能力の低さや

デイスカッションにおいて物足りなさを感じる

日本企業は.言語能力に長け. グローパル・市場

で即戦力となりうる高度外国人材を発掘する方

針を取り始めた。例えば.ソニーは2013年には

李 沫 任

新卒採用の30%を外国人にすると発表した1)。

またユニクロ.ローソン.ヤマト運輸もグロー

バル市場を拡大する目的で多様な文化を持つ外

国人留学生の力が必要とし.大量雇用に踏み

切った。グローパル市場で販売を拡大しようと

するユニクロは2012年の新卒者の3分の2を外

国人で採用する方針を打ち出した。また新たな

商品開発などを進める上で.多様な文化を持つ

外国人留学生の力を必要とするローソンは.

2010年から上海.シンガポールで宅配便事業を

展開するために留学生を大量に雇用することを

決めた。香港，マレーシアでの市場拡大を目標

とするヤマト運輸は.アジア進出に際して現地

の事情にも詳しい社員を求めていると.留学生

に熱い視線を向けている2)

日本企業が積極的に採月Jしようとしているの

は中国や韓国. タイ.インドネシアなどアジア

人が中心で.外国人留学生はハングリー精神に

富み.入社後も日本人学生に足りない部分を開

拓できる可能性があるとしているD 日本人大学

生新卒の内定率が悪化するのと対照的に.高度

外国人材に「脚光」が集まっているD しかし

同じ外国人労働者でも.r閤Jと化した職場環
境で就労を余儀なくされる外国人労働者が日本

に存在する。

2010年1月29日.熊本地裁は外国人研修・技
能実習制度に関わる労働裁判で.外国人を直接

1) rソニー.新卒採用の30%を外国人に アジア
から採用拡大Jr産経新聞J2011年 1月20日付。
2) rローソン.ユニクロ.ヤマト運輸…H本の学
生では物足らない? 増える外国人採用JMSN 
産経ニュース (2010年12月19日)c
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雇用しない l次受け入れ機関にも不法行為責任

を認め.業者と 1次受け入れ機関に計1.725万

円の支払いを命じた。この裁判は.2007年に原

告の中国人研修生(女性)ら 4人が.全労連の

熊本ローカルユニオンに加盟し.r私たちは奴
隷じゃない」と熊本県天草市で女性用下着の縫

製会社2社(共に廃業)と l次受け入れ機関

などを相手取り未払い賃金や慰謝料など計約

3.6∞万円を求めた訴訟であるD 原告の研修生

たちは中国.青島から夕方日本に着くと社長に

パスポートと印鑑を取り上げられ.その日から

働かされた。大手企業の下請けの縫製の仕事は

午前8時半から夜10時まで.月給は 6万円で残

業代は時給300円.寮は 1部屋12人.ノルマが

終わらないと「ぱかjと怒鳴られたと訴えたへ

その内情は奴隷労働もしくは強制労働と等しく.

日本人従業員には起こりえないものであった。

国籍や国境を飛び越えてビジネスを展開して

いく金業が増えて行く中で.外国人労働者と日

本人経営者.また日本人従業員と外国人従業員

の聞に起こる乳繰.コンフリクトは増えていく

ことが予想されるo加えて.企業の活性化を高

めるためにも.外国人労働者だけでなく女性.

障害者.高齢者などの社会的弱者.マイノリ

ティなどを含めた「社会統合・労働統合」に視

点を置いたダイパーシティ・マネージメントは

日本金業にとって焦眉の課題である。外国人労

働者を多く迎えようとするソニーやユニクロで

さえ「外国人Jや「日本人」とし寸枠組みから
脱皮していないのが日本の現状である o また尚

度外国人材は大企業に歓迎されるが.単純労働

に従事する外国人労働者は中小.零細企業に間

接雇用され，彼らの立場は極めて不安定である D

本稿では.外国人でありながら日本の産業の底

辺を支える不法就労者が置かれている状況や.

留学生・就学生そして外国人研修生・技能実習

生の受入れ体制における矛盾点を指摘しながら.

日本が抱える外国人労働者問題の本質を異文化

3) r仲介機関に賠償命令中国人実習生訴訟熊
本地裁違法労働と認定Jr朝日新聞J2010年1月
30日付。

経営の視点で考察したい。

第 1章 外国人労働者問題の歴史的経緯

l.歴史的観点の欠如

欧州の移民問題を象徴する言葉.r我々は労
働力を呼んだが.やってきたのは人間だったJ
というスイスの作家マックス・フリッシュの有

名な言葉がある4)。そもそも国境は人為的に作

られたものであるo 移住労働者はグローバル時

代の産物ではなく.日本の場合においては朝鮮

の植民地時代から多くの朝鮮人労働者が移住労

働者として産業の底辺を支えた史実があまりに

も知られていない。その結果. 日本に常に存在

していた外国人労働者問題をあたかも一過性の

問題として捉える傾向が強い。

「人身売買」ゃ「強制労働」という言葉が国

際コミュニティから発せられると.日本政府

は急にあたふたする。 2004年にアメリカ国務

省が人身売買報告書 (Traffickingin Persons 

Report)で日本が監視対象国(第 2階層監視

リスト)に挙げられ.人身売買の犠牲者が売春

産業で搾取されている外国人女性であることが

指摘されたへ 2∞7年.2008年の同報告書では.

外悶人研修・技能実習制度の問題点が指摘され.

強制労働を目的とした詐欺的な手段による労働

者の募集が法的に禁止されていないと報告され

ている o 2007年には.熊本県天草市の中国人研

修生訴訟が起こり.原告側の勝利は制度改正に

大きく影響した。日本政府は.国内外からの批

判に反応した形で重い腰をあげ法律を改正し

研修生・技能実習生の保護の強化を図ることに

なった (2010年7月1日施行)。

戦前・戦中の朝鮮人.中間人の強制連行.そ

して強制労働の問題解決を見ないうちに.戦後

4) スイスの小説家MaxFrisch 0911年5月15日ー
ゆ911t:4月4EJ)がスイスの外同人労働者問題

(主としてイタリア人労働者)について語った言

葉で.rスイス経済は労働者を呼んだのに.来た
のは人間だったJと記した。
5) H本は.アジア.中南米.および東ヨーロッパ

から.強制労働や性的搾1~のために売買される女
性や子供の目的地となっていると報告された。
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60年経過した現代の日本社会で新たな強制労働 者として認めないまま日本の労働市場の中に日

問題が取り沙汰されている。日本の産業は外国 系人の労働市場を作りあげたと指摘する。 1980

人がいなければもはや成り立たないという事実 年代で外国人の最多グループは韓国・朝鮮人で

に目を伏せ，外国人導入の可否をめぐって外国 あったが，日本で生まれ育った(韓国・朝鮮人

人を受け入れるべきとする「開国論J.受け入 の)二世や三世が外国人と扱われ.ブラジルや

れるべきでないとする「鎖国論Jというこ極で
議論されることが多く.結論に至らない6)。

2008年のリーマンショック以後.日本は未曽

有の経済不況に目前いでいる。外国人労働者の中

で単純労働に携わるものは当初直接雇用によっ

て雇用されていたが.近年では間接雇用によっ

て派遣労働者として雇用されているものが増え

ている7)。日本政府は，表面的には単純労働力

を原則として導入しない方針をもつが，中小.

零細企業は人手不足から外国人労働者に依存せ

ざるを得なくなっている。 1980年代から1990年

の初めのバブル経済期には.南米の日系人.パ

キスタン人，バングラデシュ人.そしてイラン

人が観光ピザで日本に入国し，不法残留するこ

とによって不法就労者として建築業や製造業に

携わった。特にイラン人の急増はメディアで頻

繁に取り上げられ，上野公閣と代々木公園に集

まる多くのイラン人労働者は記憶に新しい(西

山. 1994:岡田. 1998) 0 日本政府は経済が悪

化するとイランとのピザ相互免除協定を終結さ

せ.これによってイランからの不法就労者数を

激減させたo ところが.単純労働力は恒常的に

不足していることから，日本政府は「単純労働

に従事する外国人労働者」の受入れを日系人に

限ってその門戸を聞いた。 1989年に入って入管

法を改正し制限なしの囲内就労を許可する在

留資格を日系人に限って発給したのである。

Mori (1997)は日系人に対する処遇を“side-

door mechanism" と呼ぴ.正式な外国人労働

6) 外国人労働者に関しての議論の盛り上がりは.
1970年代に第一の波.1980年代に第二の波.そし
て現在は第三の波と呼ばれ.少子高齢化対策とい

う視点で議論が展開されている。

7) 厚生労働省の発表資料に基づくと. 1995年の時
点では間接服用は約30%だったが.2009年には
40%を超え.2010年には若干40%を下回っている。

ペルーで出生した日系人は日本人とみなされた

のであるo

これは.日本の外国人や国民の定義に矛盾が

生じ始めたことを示す。日系人との文化摩擦や

日系人たちを取り巻く労働環境が社会的問題と

なり.メディアがセンセーショナルに日系人を

外国人労働者として取り上げ，問題が一挙に浮

上した。外国人労働者の急増に「あわてふため

く社会Jに対し村下(1999)は，以下のよう
に警錨を鳴らしている o (下線は筆者による)。

「日本において外国人労働者問題がマスコミ

等で大きくとりあがるようになって以来. 10 

年あまりの時間が経過しているo この間の日

本における本問題に対する問題のされ方に

少々疑問を感じないわけでない。というのは，

日本において1980年後半以前には外国人問題

は存在しなかったのであろうか? 戦前・戦

後を問わず日本においても外国人労働者問題

は存在したのである。このような客観的存在

という事実にもかかわらず，外国人労働者問

題があたかも急に降って湧いたかの如く.こ

の10年余りの問にマスコミ等でさわがれ，各

学問分野においてもとりあげられるように

なってきた。この現象は非常に不思議に思え

てならない。このような事情が今日の外国人

問題の混乱を招いているのかもしれない。

〈中略〉極論すれば「過去を忘れ現実にあわ

てふためく」ものであったといえないだろう

かJ(トii頁)。
日本の多文化共生は. 日系ブラジル人に代表

されるニューカマーの存在が顕著になったため.

この20年の間に大きく進展した。韓国・朝鮮人

の定住化，永住化が進み，言語や文化的背景が

日本人のそれと変わらない現実から.日本の外

国人労働者問題はニューカマーに焦点が置かれ

た。そして.ニューカマーの存在が顕著になる
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につれて.r多文化共生jという言葉が日本社
会で市民権を得るようになった。よって.日本

の多文化共生は経済的要因から必要に迫られ.

誕生したと言っても過言ではない。

2.韓国・朝鮮人政策から中国人政策へ

外国人労働者の現状を知るには.日本の外国

人についての基礎知識が必要となる。日本社会

には約218万人8)の外国人が在住する。外国人

の中でも.それぞれの歩んできた歴史的な背景

や社会的な環境の違いが顕著になり.外国人の

問で多様性が顕著になった(国籍別では190ヶ

国以上)。筆者は.拙稿(李.2009a)で外国人

同士が相互理解を深めながら，最大公約数的な

目標を共有することが大切であると提言した9)。

日本では.r移民Jという言葉は積極的に使わ
れな1，.¥0 代わりに「国民jと対比する「外国

人」という言葉が使われるため.海外から出稼

ぎに来日した移民労働者を「外国人労働者」と

呼ぶ。「移民」と「外国人」の違いは大きい10)。

「移民」という言葉は.いずれ自国民となる人

たちという意味合いがあり.彼らの社会統合・

労働統合は受け入れ社会にとっても重要課題と

なるo 移民国家に入国した新来入国者は定住者.

永住者という在留資格を得て.最終的には国籍

取得に至る。たとえば.アメリカの場合.就業

に制限を設けないGreenCard (永住権)は条

件を満たせば約3年で取得でき.約5年から10

年滞在し条件が整えば「市民権取得」が可能

となるシステムが整備されている G

一方.日本では.定住者になっても外国人登

録証明書の携帯を義務づけられ.社会の一員で

8) 2010年7月7日法務省入国管理局発表資料から。
9) 在日韓国・朝鮮籍住民で代表される「オールド
カマーjのニーズが新来外恒l人である「ニューカ
マー」のニーズと一致しないため.日本の外l:lil人
施策を議論する際. 2つのグループに分けて議論
する場合が多い。

10) 移民国家の米国では.就労資格を持つ外岡人労

働者はGuestworkers. Green card workersと.
不法就労者はUndocumentedworkersと呼ばれ.
外国人という言葉は使われない。

あるという位置づけからは遠く.将来の展望が

見えづらい。日本には韓国・朝鮮人に代表され

るように四世になっても未だ外国人扱いを受け

る住民が存在し社会統合・労働統合されてい

ないという深刻な社会問題が存在する o Chung 

(2010)は.γ'mmigratiolland Citizel1sh伊 in

J<<ρ'al1で日本は外国人の社会統合という視点

が欠如しており.他国には見られない四代に

亘っても外国人が存在するという日本の移民政

策の矛盾点を指摘している。韓国・朝鮮人に代

表されるオールドカマーの問題の解決を見ずに.

ニューカマーに代表される外国人労働者問題は

解決されることはない。また.村下 (999)が

指摘するように.日本社会には戦前.戦中から

移住労働者は存在しており.日本産業の底辺を

支えてきたという現実に目を向けなければ.確

聞たる政策を練ることはできない。

日本の外国人政策は戦後から1980年代まで韓

国・朝鮮人を対象にしていた。例えば.1988年

には鉛4.025人の外国人が日本に在住していた

が.全体の約8割を占めていたのが673.787人

の韓国・朝鮮人である。 1990年代に入り.日本

社会における経済的要因から外国人の入国審査

基準を緩和させ. 日系ブラジル人を労働者不足

の調整弁として大量に受け入れた。これは.日

本の外国人政策のベクトルが韓国・朝鮮人政策

からニューカマー外国人政策に変化したターニ

ングポイントとなる o

表lは.人口構成比に変化が起こった年であ

る1995年.2000年.2007年.2009年の韓国・朝

鮮人数とニューカマー外国人数の推移である

(注意:朝鮮は出身地)01995年には韓国・朝鮮

人数 (666.376人)の全体の外国人数(1.362.371

人)における割合は50%を割り.49%となった。

中国人数 (222.991人)は全体の約16%程度に

抑えられているo 日系ブラジル人の割合は1995

年時点で13%. 日系ペル一人が3%と合計しで

も16%程度となり.ほぼ中国人の割合と同じ

だ、ったo 2000年に入ると中国人の割合が約20%

となるが.日系ブラジル人. 日系ベル一人の割

合は両グループを足しても20%以下であるD 少
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表l 韓国・朝鮮人数とニューカマー外国人数の推移 (単位:人)

国籍/年度 1995年 2∞0年
韓国・朝鮮 666.376 ( 49%) 635.269 ( 38%) 

中 悶 222.991 ( 16%) 335.575 ( 20%) 

プラジル 176.440 ( 13%) 254.394 ( 15%) 

ペルー 36.269 ( 3%) 46.171 ( 3%) 

フィリピン 74.297 ( 5%) 144.871 ( 9%) 

総 数 1.362.371 (100%) 1.686.444 (100%) 

出典:r法務省入国管理局発表資料jから作成

子・高齢化が深刻化するとともに，在留資格制

度を改正することによって労働者不足の新たな

調整弁として対象とされ始めたのは中国人で，

2007年に中国人が日本の最多の外国人グループ

になった。 中国人は2009年では全体の31%を占

めるようになったが韓国・朝鮮人数は26%と

1995年統計と比較すると減少していることがわ

かる。

韓国・朝鮮人に代表される旧植民地出身者は，

「特別永住者」という枠組みで処理され. ["特

別Jという位置づけから一般外国人と切り離し
て考えられてきた。そして.帰化申請による日

本国籍取得や日本人との国際結婚によって旧植

民地出身者とその末商の数は減少の一途を辿っ

ているo この傾向が続くと.彼らの統計上の存

在は自然消滅し.Chung (2010)が指摘する戦

後の“Koreanproblems"は解決されないまま.

日本政府にとって都合のよい状況を作り出す。

日本政府の外国人政策はかつての朝鮮人政策と

同義であったように.中国人に治安・監視対象

が変わるだけである。日本社会には戦前から常

に外岡人労働者問題が存在していたことを再認

識しなければ，確聞たる政策の方向を定めるこ

とは困難となり.ご都合主義的な政策から脱皮

できない。戦前.戦中の朝鮮人，そして戦後直

後の韓国・朝鮮人は，支えた安価な労働力を提

供した移民労働者だった(李.2007. 2008)。

彼等がどのように日本の労働市場に組み込まれ

ていたかを認識する必要がある。

2∞7年 2009年
増減数 (2∞9年
と1995年の差)

593.489 ( 28%) 578.495 ( 26%) -87.881 

606.889 ( 28%) 680.518 ( 3196) 457.527 

316.967 ( 1596) 267.456 ( 12%) 91.016 

59.696 ( 396) 57.464 ( 3%) 21.195 

202.592 ( 9%) 211.716 ( 10%) 137.419 

2.152.973 (100%) 2.186.212 (100%) 823.841 

第2章 「共生jに見せかけた監視体制
の強化ー住民基本台帳制度への

適用拡大の裏腹ー

1980年の後半から始まった裏口から非公式に

労働者を受け入れる「パック・ドア」政策や，

1993年に始まった外国人研修・技能実習制度を

通しての安価な労働力の確保という「サイド・

ドア」政策11)を日本政府は取り続けている12)。

ところが.多くの外国人労働者が日系人研修

生.技能実習生，留学生.就学生という在留資

格下で.もしくは違法残留者が不法就労者とし

て日本社会で就労しており.多くが単純労働に

従事しているo言いかえると外国人労働者が日

本の産業の底辺を支えているといっても過言で

はない。にもかかわらず. 日本政府は正規のピ

ザを発給して単純労働者をフロント・ドアから

11) 外国人労働者について日本は.専門的・技術的

労働者を「フロント・ドアJから.研修・技能実
習生を「サイド・ドアJから.単純労働者を
「パック・ドア」から受け入れており.政策の建
前と本音の述いが大きいとの批判を受けている
<rシンクタンクの目:どうする外国人労働者」
『日本工業新聞J2001年6月18日付)。
12) 日本政府は「非公式Jに外国人労働者を受け入
れているこの状況を批判する専門家や研究者は多

く.r本音」と「建前Jの深刻な;ile離が制度上の
問題を生じさせている論調が多い。例えば.梶田
(2001)は『外国人労働者・と日本jで日本政府の
施策は「ダブル・スタンダード」と制度を批判し

ている (52頁)。
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受け入れようとはしない。そして一方で.グ

ローパル市場で即戦力のある外悶人の高度人材

を獲得するのにやっきであるO

2008年のリーマンショック以後.日本は未曽

有の経済不況に端いでおり.派遣労働者に代表

される非正規社員は厳しい状況に置かれている

が.派遣労働者として雇用されている外国人労

働者は日本社会の住民の中で最も弱い立場に置

かれている。彼らの社会統合・労働統合という

視点が欠如している限り外国人を呼び寄せる魅

力ある社会にはなりえない。日本の多文化共生

は経済的要因に大きく影響され.経済不況に陥

れば.日本の多文化共生は一挙に後退するc ま

さしく.あたかも経済バブルがはじけたかのよ

うに後退気味にあるのが日本の多文化共生の現

状だ。

日本の外国人労働者の実態は公開統計からは

現状を正確に把握できないことを拙稿で指摘し

た(李.2010) 0 本章では.それらの問題点の

実態をさらに調査し日本の外国人政策の本質

に迫りたい。外国人を雇用する事業所の届出状

況と外国人労働者数が毎年厚生労働省によって

公表されているo 最新の公開データは以下であ

る13)。

(1) 外国人労働者を雇用している事業所数は

95.294か所。 (2005年6月1日現在では.

28.017か所が外国人労働者を直接雇用又は

間接雇用していた。)

(2) 外国人労働者数は562.818人。(外国人労

働者を直接雇用している事業所は25.106か

所.その外国人労働者数は198.380人間

接雇用している事業所は5.889か所.労働

者は144.891人)0

(3) 国籍別外国人労働者数は.中国が最も多

く249.325人で.全体の44.3%を占める D 次

いでブラジル.フィリピンの順で.それぞ

れ104，323人(同18.5%).48.859人(同8.7%)。

(4) 外国人労働者を雇用する事業所及び外国

13) 厚生労働省報道発表資料2010年 1H.厚生労働
省ホームページにて公開.外国人服用状況の届け

出状況.2∞9年10月末現在。

人労働者は.ともに東京都が最も多く.全

国に占める割合はそれぞれ23.9%.24.7%。

以下.愛知.静岡.神奈川のI!I買に多く.こ

の4都県で全体の約半数を占める。

(5) 産業別にみると.外国人労働者を雇用す

る事業所.外国人労働者ともに.製造業が

最も多く.全体に占める割合はそれぞれ

33.0%. 38.9%を占める口

(6) 事業所規模別では， r50人未満の事業

所Jが最も多く.全体の61.9%.外国人労
働者全体の41.9%を占めるo

(7) 労働者派遣・請負事業によって.外国人

労働者を雇用している事業所は16.300か所

で.事業所全体の17.1%.当該事業所に就

労している外国人労働者は162，525人で.

外国人労働者全体の28.9%を占める。

雇用対策法に基づき.外国人労働者を雇用す

る事業主は.外国人労働者の雇い入れ又は離職

の際に.当該外国人労働者の氏名.在留資格.

在留期間等について厚生労働大臣(ハローワー

ク)に届け出る義務がある(特別永住者および

在留資格「外交Jr公用」の者は除かれる)。厚
生労働省が発表する統計からは不法就労者の存

在は見えない。その理由は届出をしない事業所

が多く存在するからであるo 従業員50人以上規

模の事業所については全事業所.また従業員49

名以下規模の事業所については一部の事業所

(各地域の実情や行政上の必要性に応じて選

定)を対象に届出義務を謀しているが.零細企

業の状況は把握できていなしE。法務省は不法就

労者の摘発を適宜に強化するが.彼らが.中小

企業.零細企業で重要な労働供給源であり日本

の産業を支えている労働力であることには違い

なし ~o

不法滞在者の多くは日本での経済的利益を得

ることを目的としているo 不法就労者の数を正

確に把握することは難しいが， 1993年5月l日

現在の不法残留者は298.646人だったことから.

不法就労者数は約30万人であるという数字がは

じき出されるo バブル経済崩壊後の日本経済の

成長は停滞し始め，法務省は実質経済成長率の
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低下や労働市場の流動化に影響きれながら 外

国人労働者数の澗整に治手し始めた。2004年か

らの5年1I1Jで 不~HJi.W1者を半減させる目標が

1<1げられ 200951' 1 J'J 1日現在で不法残留者数

は113.072人となった ([;i[1 参)I~)。その数字 1 ;1 • 

1993年I時の約3分の lになった。

不法就労外医L、をMHIした事業ニE.不法就労
となる外国人を斡脱した者等不法就労を助長し

たものは。入管法第73条の2により 31'1::以下の

懲役又は3∞万円以下のHij金が処せられる。し

かし不法残弱者は強制送還を恐れ人科 j~

を抑制したい企業や経営者に悪用される場合が

多い。また 急激な受入れの拡大にiれ、 不法

就労目的での入国もt;1加し 一部に犯罪に手を

染めるケースが凡られるようになった。ィ、世、残

日I者の多くは 矧光ピザや就労 間半:ピザでlオ

本に入r，，[し 不法就労をしながら日本に残i1Iす
る。1993年時の不法残留者が多い送り 1.1:L ["IJ 
位10カ|王[1;1税問中医1. 7イリピン デイ

マレーシ7. インドヰシ7 中医I(台前) ベ

ルー ブラジJレ スリランカの陣iだったのが

2α)911'デ-7では韓国中|京lフィリピン タ
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イ.中間(台湾)，ペルー.インドネシア.マ

レーシ7，スリランカ.ベトナムとなっている

(図 l参照)。

日本に入国・在留する外国人が年々増加する

ことを背景に.現行の外国人笠録制度が廃止さ

れ，外国人が住民基本台帳制度に組み込まれる

ことになった。「外国人も住民ですJ14)という

リップサービスとは裏腹に外国人への監理体制

をさらに強めるという方向になりつつあるo住

民基本台帳制度の適用拡大を行う関連法案が

2009年7月8日に国会で議決され， r出入国管
理及び難民認定法jの改正が3年以内に施行さ

れることになり.外国人労働者の管理はさらに

強まることが予想されるo 法務省は，今回の改

正の意図は合法に在留する外国人への利便性を

高めるものとなり.外国人を住民として捉え.

台帳制度に基づいた住民行政の基礎がためを目

指すとしているが新制度に対する批判は高

まっている。また.法務省と市区町村が二元的

に管理されていた外国人の現行留管理制度を

一元化することにあり， r共生」に見せかけた
「管理J体制の強化である (r改悪入管法解体
新書:r在留カードに異議あり!JJ 2009:李.
2009bを参照)。

新制度は法務省が在留管理I!に必要な情報を継

続的に把握できるシステムとなり.いわゆる

「在留情報の一元的把握」が可能となり.外国

人管理の精度は高まる。外国人笠録証になかっ

た事項.たとえば「就労制限の有無Jr資格外
活動許可Jなどが記載されるカードが交付され.
ICチップにも記録される (r特別永住者Jr非
正規滞在者J等にはこのカードは発行されな
い)0現在は.不法滞在者にも外国人登録が義

務付けられるという矛盾した制度であるが.

「地域住民」としての視点が含まれていた。し

かし新制度下では不法残留者は枠外に置かれ.

10万人以上いるといわれるその実態はますます

14) 総務省は外国人住民という言葉を使用し外国

人住民の利便の増進及び市町村等の行政の合理化

を図以外国人住民に対して行政の基礎的サービ

スの向上と本改正をアピールしている。

把握できなくなるo 日本人には諜せられない

カードの常時携帯義務や居住地変更屑出義務違

反の重罰規定が外国籍住民には諜せられ.不法

残留者の実態は新制度下ではさらに把握できな

くなることが予想される15)。

第3章 留学生制度，外国人研修制度の
問題

l.留学生制度の問題-r学びjと「就労jという
目的の二重性一

日本の外国人労働者の中に資格外活動として

就労する留学生が多くいるo 留学制度は.日本

の労働者不足を補てんする機能をもっo 2008年

7月に優秀な外国人労働者の育成制度として.

日本政府は留学生受入れ30万人計画を発表した。

これは， 1983年に中曽根首相が提唱した， r留
学生受入れ10万人計画Jの3倍の数字となり.
その主旨も労働者確保とあからさまになりつつ

あるo

1983年の「留学生受入れ10万人計画Jでは日
本語学校で就学生として日本に来させ.日本語

能力が身についてから大学や専門学校に進学さ

せる制度が歪に機能した。就労を目的とし就学

生を装い入国するものが急増し.多くの不法就

労者または不法残留者となるケースが相次いだ。

就労を目的とする者が就学生を装って入国し.

虚偽の出席証明書を作成する等就学生の受入れ

として適切でない教育機関も存在し加えて若

年労働者不足に悩む産業界が安価な労働力とし

て就学生制度を利用したのである。就学生の資

格外活動として許可される労働時間は 1日4時

間以下.週20時間だが.その上限を無視しなが

ら安価な労働供給源として 就学生は利用され

るようになった。就学生.留学生のピザを発給

することによって労働力を海外から.そして

15) 筆者は.総務省.:ì:fll!の「外国人台帳制度に I~Jす

る懇談会，有識者懇談会 (2∞8年6月16日)Jで.
外国人も住民であるとするなら. tJ本人に諜せら

れないカード携帯義務を免除するように主張した。

残念ながら.特別永住者は除かれたが.外国人の

カード携帯義務制度は廃止されなかった。



72 経営学論集 Vol. 50 No. 4 

表2r留学Jr就学」による新規入国者数の推移

新規入国者数

「留 学j 「就 学j

中国 韓国 台湾 其:他 計 中国 韓間 台湾 其他 計

1986 1.178 7∞ 899 2.642 5.419 2.126 1.702 4.029 4.780 12.637 
1987 1.350 635 928 2.899 5.812 7.178 1.470 1.839 3.428 13.925 
1988 1.626 894 961 2.954 6.435 28.256 1.733 1.113 4.005 35.107 
1989 2.242 1.339 1.026 3.170 7.777 9.143 3.858 1.279 3.903 18.183 
1990 2.632 1.834 1.229 3.幻3 9.528 10.387 5.346 1.563 3.555 20.851 
1991 2.468 1.878 1.115 4.129 9.620 8.ω9 6.487 1.877 4.191 20.654 
lω2 2，860 1.973 1，075 4.460 10.368 16.263 5.704 1.612 3.788 27，367 
1993 2，909 2.091 1.086 4.636 10，722 9.162 4，973 1.225 2.767 18.127 
lω4 2，561 2，2∞ 902 4.674 10.337 4.415 4.522 890 2.120 11.947 
1995 2.600 1.833 859 4.863 10.155 2.491 4.353 886 2.198 9.928 
1996 3.129 2.136 867 5.585 11.717 2.567 4.007 721 2.141 9，928 

1997 3.602 2.193 846 5.767 12.408 3.868 4.615 886 2.386 11.755 
1998 4.522 1.974 856 6.126 13.478 6，518 4，681 862 2.479 14.540 

1999 5.330 2.362 883 5.871 14.446 9.638 6.771 745 2.272 19.426 

20∞ 8.362 3.185 1.145 6.811 19.503 13.788 5.660 669 2.287 22.404 
2∞1 11.261 3.694 1.201 7.260 23.416 15.519 5.452 546 2.415 23.932 
2∞2 11.996 3.541 1.216 7，977 24.730 17.720 4，910 662 2，656 25，948 
2003 11，640 3.745 1.202 8，873 25.460 19.337 4，251 650 3.124 27，362 

2004 8，133 3.633 1.220 8.972 21.958 5.705 4，549 686 4，087 15.027 

2005 8.024 4，078 1.508 9.774 23.384 8.938 4.293 762 4.097 18.090 

2006 9.154 4，843 1.681 10，948 26.637 9.542 4.651 956 3.969 19，135 

2∞7 10，272 5，301 1.842 11.364 28.779 8.987 5.586 1.206 3.381 19.160 
2008 14.342 5.516 1.944 12.203 34.005 12，566 6.171 1.434 6，940 27.111 

2009 16.839 5.487 2.030 13，515 37，871 18.053 4.516 1.311 4，398 28.278 

出典:東京教育公論.日本留学情報 f留学生数/就学生数J新規入国者推移表より一部抜粋
(http://www5a.biglobe.ne.jpFt・koron/ryu.~寸lU.html)

「サイド・ドアー」から調達したことになる。

当時の就学生や留学生は駒井(1999)が指摘し

たように.r日本という外国で自分の人生を試
したいという自己実現型の外国人労働者Jで，
雇用側にとっても貴重な労働源となったが.目

的の二重性は多くの問題を平んでいた。

表2は. 1986年から2009年の聞の取得ピザか

ら見た留学生数・就学生数である。 1980年代か

ら就学の申請書類を偽造するケースが急増し.

法務省が1988年10月5日付でピザ発給の審査基

準を強化したことが契機となり.発給の大幅遅

延に不安を抱いた申請者たちが上海の日本総領

事館に押しかけ.そんな中で起きたのが上海事

件だった。上海事件時の就学生数は28，256人と

前年度の7.178人の約 3倍に膨れ上がった。そ
の後.法務省はピザ発給の微調整を繰り返した

が.2000年に入り再び10.000人を突破した。し

かし本来の「勉学Jという目的から大きく逸
脱した制度上の問題は.日本社会に影を落とし

始め.2003年に福岡で一家4人が殺害される事

件が起こった。犯人の一人は中国人元就学生

だったことから佐々木 (2004)は著書 f金色の
夢ー就学生という悲劇 上海事件はなぜ起き

たけで，夢を抱いて来日した若者がなぜ元凶

に走った一因は制度にあると制度上の問題点を

指摘しているo
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2003年の福岡一家惨殺事件が日本社会を震憾

させ.その結果2004年の中国からの惚学生.就

学生の数は激減している。 2009年現在の中国

人の留学生・就学生数は総数の66.149人中の

34.892人で(台湾からの学生数を加えれば.

38.233人となる)全体数のほぼ50%を占める。

白石 (2007)は，留学生10万人計画が立案さ

れた1983年から2006年までの23年間を分析対象

としこの期間を，①漸噌期(1983年 ~1992

年).②停滞期 (1993年~1999年).③急増期

(2000年 ~2005年)，の 3 つの区分に分けてい

る16)。第 lの漸増期を「混乱を極めた日本語学

校への就学生受入れ」の時期.第2の停滞期を

rr就学jに対する入管の厳格な審査の実施」の
時期.第3の急増期を「入管の大幅な留学ピザ

緩和政策とその反動Jの時期，と特徴づけて
いるD

日本の中国人対象の官学制度は.比較的管理

しやすい形での良質な外国人労働力を確保する

機能を持ち.また安価な外国人労働力を確保す

る制度として機能した(浅野.2004) 0 労働者

確保のために留学制度を利用する企業の存在が

あった。

日本の留学制度の目的は「学び」なのか「就

労」なのか.その点が不明瞭である。また.政

府の意図が学生の学びを支援することなのか.

即戦力となる優秀な人材獲得が本来の目的かが

よくわからない。浅野 (2004)は.米国や英国

では働きながら学業にも専念することは不可能

であることをあげ，日本の留学制度は「中間層

に属するハングリー精神が強い勤勉な中国人の

若者が働きながら学位を得られる制度Jと特徴
づけている or学びながら働ける留学Jとして
中国人の若者の間では日本への留学の人気度は

高い。そのためこの制度を悪用する見せ金・偽

装書類作成の裏ビジネスが横行し.貧困層から

の若者が財政的に無理をし.来日前に留学費用

16) r留学生数の変遷と知学生10万人計両一平成18
年度留学生数は昨年比4000人減少一過去の留学生
数および入管政策の推移J(fアジアの友J200711~ 
1月号.アジア学生文化協会)

のための借金をして来日し.借金返済のために

就労に没頭するという悪循環をまねく制度と

なった。「借金を返済するまでは帰れない」と

超過滞在になるケースや中国人留学生が他の留

学生を紹介する斡旋業を行い逮捕されるケース

も見られた。

法務省は.就学生制度に由来する問題を無

視しつづけることはできず.ついに「留学」

と「就学」との区分をなくし「留学」の在留

資格へと一本化する法改正 (2010年7月l日施

行)に踏み切った。 2008年末現在の留学生数は

123.829人，就学生数は34.937人. 2009年末現在

の留学生数は132.720人.就学生数は42.651人で.

2010年からは就学生も留学生としてカウントさ

れることになった。

文部科学省が掲げた「留学生30万人計画」の

目標は.r日本を世界により開かれた国」とし，
アジア.世界の聞のヒト・モノ・カネ.情報の

流れを拡大する「グローバル戦略Jとした。こ
の計画を成功させるために. 日本留学への関心

を呼び起こす動機づけや情報提供から.入試・

入学・入国の入り口の改善.大学等の教育機関

や社会における受入れ体制の整備.卒業・修了

後の就職支援等に至る幅広い施策を.関係省庁

(外務省.法務省.厚生労働省.経済産業省.

国土交通省)において検討することを要請し.

方策の項目として.以下の5点を挙げた (r留
学生30万人計画」骨子.平成20年7月29日から)c

(1) 日本留学への誘い一日本留学の動機づけ

とワンストップサービス(一元的窓口)の

展開

(2) 入試・入学・入国の入り口の改善一日本

留学:の円滑化

(3) 大学等のグローパル化の推進一魅力ある

大学づくり

(4) 受入れ環境づくり一安心して勉学に専念

できる環境への取組

(5) 卒業・修了後の社会の受入れの推進一社

会のグローパル化

日本政府は.留学生交流支援制度の創設のた

めに. 2009年には当初新規事業として23億円.



74 経営学論集 Vol. 50 No. 4 

表3 留学生等からの就職目的の申請数等の推移
(単位:人)

歴年 1997 1998 1999 2∞o 2∞l 2∞2 2003 2004 2∞5 2006 2007 2008 
申請件数 2.775 2.663 3.071 3.039 4.132 3.6∞ 4.2日 5.820 6.788 9.034 11.410 11.789 
許可件数 2.624 2.391 2.989 2.689 3.回l 3.2ω 3.778 5.264 5.878 8.272 10.262 11.040 

不許可件数 151 272 82 350 551 391 476 556 910 762 1.148 749 

許可率(%) 94.6 898 97.3 88.5 86.7 89.1 鎚.8 卯.4 86.6 91.6 89.9 93.6 

出典:r間際人流J. Vol. 22. 2α)9年9月号.入管協会.41到。

表4 職務内容別許可人貝 (2008年主要なもの)
(単位:人)

職務内容 許可人員 構成比

翻訳・通訳 3.717 33.70% 

販売・営業 1.789 16.20% 

情報処理 1.240 11.20% 

海外業務 710 6.40% 

教 育 578 5.20% 

技術開発 500 4.50% 

会員又/1. 計 412 3.70% 

貿易業務 322 2.90% 

HI典:r国際人流J.Vol. 22. 2∞9年9月号.入管協会.42頁。

のちにその額を31億円に補正した。大学問交流

の活性化を図るため.世界的に拡大が見込まれ

る短期留学 (3ヶ月以上l年以内)により渡日

及び派遣する留学生を支援するとともに，学位

取得を目的とする日本人学生の長期留学(1年

以上)を支援することを決めた。世界に通用す

る日本人学生，若手研究者等の派遣事業として.

2009年には300億円が補正予算に組まれ.基金

が設定された(5年間で1.5万人から 3万人を

海外に派遣するという内容)。アジア人材獲得

資金構想と称され，留学生.大学.産業の“Win-

Win-Win"関係の構築をアピールした17)。

日本企業は中国で現地採用の条件を改普する

ことによって，中国人新卒争奪戦に入った。年

630万人という世界最大の市場に狙いを定め，

日本本社の幹部要員として採用するという触れ

17) 経済産業省「高度外国人材の受入推進につい
てJ.資料「高度人材の「卵jたる留学生の受入
推進」から。

職務内容 許可人民 構成比

経営・管理業務 232 2.10% 

調査研究 162 1.50% 

会計業務 121 1.10% 

国際金融 80 0.70% 

デザイ ン 69 0.60% 

広報・宣伝 47 0.40% 

その他 1.061 9.60% 

ぷロ』 言「 11.040 100% 

込みで.日本企業22社が集団面接会を実施して

いる18)。面接に来た学生の質の高さに驚き.海

外に一度も行ったことがない学生が英語を流暢

に話すのを見て.r金鉱を掘り当てたJと日本
企業は感嘆の声をあげた。日本企業の中国現地

法人は欧米企業より給与が安く，優秀な人材の

確保が困難であったのを，給与基準を大幅に

アップし，昇進もできる本社採用を前面に打ち

出したのが.面接者数の急増につながったと見

られている。このような状況下で， 日本人枠は

縮小され.日本人学生の存在力は弱くなってき

ているo

留学生の就労状況を見てみると.留学生が企

業等への就職を希望し.許可されるケースが近

年急増している(表3参照)。日本企業に就職

することを希望する申請数は2008年には11.789

18) r日本企業.中国で新卒争奪 22村現地で集
団HIT接会Jr朝日新聞J201O:ij:.11月21日付。
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人と1997年の2，775人と比較すると約4倍に増え

ているo 許可状況を国籍.地域別内訳で見ると.

中国 7，651人.韓国 1.360人.中国(台湾)

303人ベトナム 189人.バングラデシュ 164

人である<r国際人流j，2009年9月号， 41頁)。

表4は， 2008年に就労許可を得た職務内容であ

るが，言語能力が必要な翻訳・通訳，販売.営

業.情報処理.海外業務という職務が全体の

67.5%を示しているo

2.安価な労働者としての研修生・技能実習生

法務省は1990年に非正規な外国人労働者を締

め出すための法改正を実施し改定入管法の大

きな特徴のーっとして.非正規就労外国人の斡

旋を仕事とする悪徳ブローカーに対して.不法

就労助長罪を新設し. 3年以下の懲役または

200万以下の罰金刑が諜せられることになった

(駒井. 1999年)。

外国人研修制度は. 1950年代後半から始まり.

1981年に留学生の枝分かれとして在留資格 r4

-1-6の2Jが定められたが. 1990年の入管法

改定で在留資格「研修Jと改正された。研修を
通じて技術移転を行うことによって.開発途上

国の人材育成に貢献することを目的とし研修

の対象となる業務は.r修得しようとする技
術・技能等が.同一の作業の反復(単純作業)

のみによって修得できるものではないものJと
されているが現実は単純作業に取り組まされ.

安価な労働力としてこの制度が悪用されるケー

スが相次いだ。技能実習は法改正をせずに導入

され. 目的は研修生の母国の発展に役立つ人材

を育てることにより.日本の国際貢献を担う

為の制度としている。技能実習は日本の労働法

令に基づき実施され.居住地域として東京.

愛知，大阪.神奈川の順で多く.集住地域と

して.愛知.静岡.岐阜.三重.滋賀.群馬の

順で多い。開発途上国等への技能移転を図るこ

とを目的とされているはずの技能実習生が.労

働者として勤務している場合が多い。技能実習

の実施期間の途中でも解雇等がなされ.その生

活に重大な影響を与えていることが報告され

た19)。研修生・技能実習生は安価な労働力とし

て悪用される事件が後を絶たず.過労死や事故

死で死亡するケースが相次ぎ，深刻な社会問題

となった。図2は. r外国人研修生 時給300円

の労働者j(外国人研修生問題ネットワーク

編)が明らかにした制度の実態である。 2010年

7月の法改正まで外国人研修生には労働基準法

が適用されなかったため 制度を悪用する企業

が多発した。労働基準法第3条(均等待遇)に

「使用者は，労働者の国籍，信条.又は社会的

身分を理由として.賃金.労働時間その他の労

働条件について.差別的取り扱いをしてはなら

ないjと定められているo しかし研修生.技

能実習生に対し時間外割増賃金の不払いや有給

休暇を取得させずに就労を強いるケースや社会

保険への未加入が見られた。他の主な問題点は

以下の通りである(旗手.2006年)。

1.パスポートの取り上げ

2.研修生への実務研修の未実施・不完全

実施

3.研修生の時間外労働・休日労働

4.合意の形をとった実質的な強制預貯金

(通帳・印鑑の管理)

5.研修手当の不払い(各種名目による実

質的なピンハネなど)

6.技能実習生への日本人と同等以上の賃

金水準の未実施

7.技能実習生への賃金不払い.時間外労

働・休日労働手当の不払い

8.生活面での様々な制約(携帯電話禁止.

外泊禁止.遠出禁止など)

9.送り出し機関による保証金・違約金の

定め

10.不十分な研修に起因する負傷や労災隠

し

外国人技能実習制度・研修制度を適正かつ円

滑に推進させるために (附国際研修協力機構

(japan International Training Cooperation Or-

19) 厚生労働省「経済情勢の怒化による技能実習生
の解雇等への対応についてJ(2∞9年 1月21日発
表)
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第4章

l 外国人労働者を救済するセ フテイネ ット

JITCOによる敗llli間体及びCX¥"I実施機|地へ

の助言 mir~ (巡|ロ|指導)を実施しているはず
が実態は外同人をトラプルから放済するシス

テムとして機能していない。たとえば 2000年

に漁船での.'Jl故で4名の研修生がとJi故死してい

るが 4 年後の20例年にも漁船で"名の実~I)l~

が大波にさらわれ事故死Lている これは

JITCO公!nJデ-$'， r外国人研修生技能CX?1
'1:の死亡Jj;(I且」を見た筆者が縦11:]を持ち
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はないに17しく 外1'1人労働者に労働保険や社

ganlzatlon 以下JITCOとする)が設立され

ている。外国人研修制度 技能実習制度の適正

かつ円滑なJft進に市守することを 13的と して。

法務符 外務省 U，f.生労働行。経済産業併， I~I 

土交通省の五省共れにより 1991年に設立された

公益法人である。受入れ企業 協同組合併凶

送出し機関 守派遣企業I あるいは研修生 技能

CX習生に対する支媛 サービスなどを!Jiたいl科

している 。 凶 2 がボすには JITCO はよ I;~5 

t古からの天下り職Jjによって管理され JITCO 
の責任と慨怠は訴訟対象にもなった。熊本川で

の中国人研修生裁判では原刊側から JITCO 

は単に l問題を放的しているのではなく 制度

の中核機関として干)'(極的にl関与しながら その

此任をf僻怠していると 研修生笑溜生が奴持
労働を強いられていることを知りながら 斡旋

仲介業務を行い '主人れ企業がli)l修生 ')!，，"I!I 

かり怖Jr~ Lた金銭の一郎から ittlJJ会1'1の名目
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会保険の説明を詳細に説明する企業も少なく，

日本語が不自由な外国人にとって相談する手段

も少ない。井口 (2001)は.雇用.賃金・労働

条件を管轄してきた労働省は.雇用・労働関係

法令の適用が外国人労働者にわかりづらい状況

があり.外国人労働者に対する差別防止の法制

度が不十分であるという認識に乏しかったと指

摘する D 外国人雇用法制の整備が急がれるが.

人種差別撤廃法でさえ実現していないのが日本

の現状だ。

しかしそのような厳しい現状下で.外国人

労働者の問題解決にあたるセーフテイネットと

して機能する団体や組織が誕生しつつある。そ

の一例として.本章では.外国人労働者法律相

談 マイグラント研究会を紹介したいD

外国人労働者法律相談 マイグラント研究会

は，外国人労働者問題を解決する団体として

2007年3月に弁護士.労働組合関係者.学者な

どを中心に発足した。外国人労働者を法律的に

サポートし.外国人労働者をめぐる様々な問題

を研究することを目的とするo ホームページに

は.中国語.ベトナム語.ポルトガル語.英語

で情報を公開し.労働に関してのトラブルを解

決する策を紹介しているO また.労働組合への

加入.労働基準監督署・労働局への申告.専門

家への相談.労働審判・訴訟など解決に向けて

のアドバイスを行っているo 相談事例の主なる

ものは.以下である(外国人労働者法律支援

Migrant W orkerマイグラント研究会ホーム

ページから)。

相談事例 l→晶労死

A県の日系人派遣労働者が.派遣先の工場で

仕事中に.体の不調を訴え.心臓の病気で急死

した。過労死が疑われたため.タイムカードな

ど労働時間に関する証拠を証拠保全の手続に

よって集めたところ.その労働者は死亡直前の

1か月間に100時間もの残業をしていたことが

わかった。母国の遺族の依頼を受けて，労働基

準監督署にした労災の巾請が認められ.現在派

遣先と派遣元の両方に損害賠償の支払いを求め

る裁判を係争中。

相談事例2ー労災事故

B県の外国人労働者(アフリカ出身)が.派

遣先の工場で就労中に.コンクリート製品の下

敷きになって重傷を負った。幸い命に別状はな

かったが.派遣先も派遣元も労災を申請せず.

それどころか労働者を解雇してしまった。労働

者は休業や後遺症の補償を受けられていなし~

現在.この労働者は.改めて労働基準監督署に

労災を申請中。

相談事例3ー残業代請求

C県の日系人労働者が.数年間にわたって不

適切な計算方法によって残業代を支払われてい

た。現在.適切な計算方法による残業代と付加

金の支払いを求める裁判が係争中。

相談事例4ー不当解雇

D県の日系人派遣労働者らが.突然.派遣会

社の担当者からクピを言い渡された。ところが，

クピにされる妥当な理由は見当たらず.労働組

合に相談し弁護士の援助を受けて.解雇不当

の労働審判を起こした。労働審判では.労働者

全員について.解雇が不当で、あることが認めら

れ.クピになって以降払われていなかった約半

年分の賃金の支払いも認められた。これらの労

働者は.偽装請負によって派遣されており.派

遣先の会社は.労働局の指導を受けたため.日

系人労働者らのうち 1名を直接雇用することに

なった。

相談事例5ーセクハラ

E県の中国人女性労働者が.会社の社長から

度重なるセクハラを受けた。ところが，労働者

が抵抗すると.社長は.この労働者を解雇した。

弁護土の指導のもと.労働組合を通じて会社と

交渉した結果，会社はセクハラの事実を認め，

労働者が会社を退職する代わりに.会社は.こ

の労働者に，セクハラの慰謝料と解決金を支払

うことになった。

相談事例6ー技能実習生

F県の中国人技能実習生が. 2年間，最低賃

金を下回る賃金しか支払われていなかったばか

りか.長時間の時間外労働をさせられていたに
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もかかわらず適切な割増賃金を支払われていな が未熟練労働者かっ低賃金労働者として日本の

かった。この技能実習生は既に帰国したが，弁 主流産業の底辺を支えてきた。京都の西陣織や

護士に依頼して.未払賃金の支払いを求める裁 京友禅のような伝統産業においても，朝鮮人移

判を係争中。 民は産業を継承していく過程で重要な労働力

樫 (2010)は.r日本に働きに来る外国人た
ちは.自らの人生を f賭けるj者でもあるが.
社会構造的のなかで.r賭けjに強制的に参加
させられている存在でもあるjとした (9頁)。

相談相手もいない.また言語も不自由である外

国人労働者を救済するセーフテイネットの確立

は焦眉の課題であるo

2.外国人労働者政策に向けての提言

少子高齢化が深刻な社会問題として毎日のよ

うに議論されている今日， 日本社会を支えるの

は一体誰であるかを真剣に検討する必要がある。

少子高齢化問題は日本だけの問題ではなく，中

国もいずれ同じ問題に直面すると言われているo

米国のような移民国家は，新来移民は将来の米

国市民とみなされ，移民を積極的に社会統合さ

せる社会が形成されており.移民にとってホス

ト社会は希望の地となる。少子高齢化問題の対

策として.2∞0年に. ドイツがその国籍法を血
統主義から生地主義に改正した。日本も国籍法

を生地主義に改正すべきかどうかの議論を始め

なくてはいけない時期に来ているのではない

か? 外国人労働者が地域に在住すればその地

域の住民となるo 彼らの社会統合や労働統合を

視野に入れた制度や社会作りを可能にしなけれ

ば，いつまでたっても「国民Jではない「外国
人」という言葉へのこだわりを払拭することが

できないであろうし，外国人労働者問題は解決

できない。

外国人労働者は過去にも存在し.日本の産業

を支えた人材として，また伝統産業は日本人だ

けによって継承されたものではない事実を教育

に織り込むべきであろう。入手不足は今に始

まったことではなく.日本の多様な産業で.外

国人労働者は過去においても安価な労働力とし

て重宝されてきた。上記で言及したように.戦

前.戦中においては.渡日したばかりの朝鮮人

だ、ったことはあまり知られていないので，教育

現場で確認する作業が必要であるo

今回の入管法改正で.登録証明書が不法残留

者に発行されなくなるo 景気回復の兆しが見

えない中で.大企業は下請け，孫請けに一方的

な単価・発注量の切り下げを強要し，日本の中

小企業の経営の悪化は止まることを知らない。

このような状況で.零細企業は安価な労働力を

確保するために，不法就労者が過酷な労働条件

で雇用され，人権侵害が起こっても彼らは「見

えない存在」として泣き寝入りしなくてはいけ

ない状況が生まれるのは必須であるo若林

(2007)のレポートにおける衣料品機械の販売

業者は以下のように不法就労者について証言し

ている。「縫製工場には不法就労者が多く働い

ているが.工場側は不法就労者を見えないとこ

ろに隠して働かせているから，表から見えな

いJ(若林.2007年.124頁)。また.丹野
(2007)は.業務請負業で働く労働者数が，企
業で労働者としてカウントされないショッキン

グな現実を報告している (7頁)。工場側の経

営的観点から見れば.業務請負業との契約は製

作費・加工貨の契約を交わしているため.請負

労働者は 1人2人という人数で把握されている

のではなく. 1人工. 2人工という人工数=仕

事量・で測られている。タイムカードには，すべ

ての労働者の姓が「松尾」となっており，名前

にr1 J. r 2 J. r 3 J. [" 4 J…というナンバー
がふられており，そこには外聞人労働者の存在

が不可視的になっているo丹野は，外国人労働

者のタイムカードに「松尾」というような日本

名をふっているのは.労働基準監督署等が工場

視察に入ったときに.外国人労働者の存在をわ

からなくさせる手段にちがいないとしている。

大量の不法就労者や業務請負業で雇用される

日系人は単純労働に従事している。村下

(1995)は.日本政府の矛盾きわまりのない政
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策を酷評しそのツケは不法就労外国人に回さ

れると警鐘を鳴らした。日本政府は，単純労働

者を受け入れない理由として.(1)労働市場の二

層化.(2)外国人労働者の失業問題が囲内全体の

雇用状況に影響.(3)囲内労働者の賃金と労働条

件の向上を阻害.(4)産業の近代化や合理化.ま

た産業構造の改善に対しての悪影響.(5)外国人

の定着化や定住化の進行に伴い発生する教育，

住宅.保健衛生等などの社会的コスト.(6)地域

社会での文化摩擦. (7)外国人による非行や犯罪

の増大などを挙げている (r法務省入国管理編
f平成4年版・出入国管理J1993年. 190頁J)。
日本における外国人の社会保障は. 1981年に

「難民の地位に関する条約jの批准以降.内外

人平等の原則に立って圏内法の整備を行い.適

法滞在者には.日本人と同様の社会保障制度が

適用されているが.国立図書館.調査及び立法

考査局による f人口減少社会の外国人問題総
合調査報告書jでは.請負事業者に雇用される

日系人の健康保険(社会保険)加入が遅れてい

ることが報告され 011頁)，その背景には.事
業主及び外国人労働者双方に健康保険未加入の

インセンテイプが働いていることが指摘されて

いるo すなわち.事業主は半額負担を回避し.

時給を高くする.また外国人労働者も.健康時

の保険料負担に抵抗感を抱いていることがわ

かった。

おわりに-rみんなを幸せにすることJ
と異文化経営の課題ー

高度外国人材力を確保するのにやっきになる

日本企業は.r国籍」や「人種Jという枠組み
を取り払い，雇用される者の多様性に着目する

経営を実践すべきであろう O 留学生確保に殺到

する一方.日本人学生の内定率は悪化しているD

経済産業省が主張する「留学生.大学.産業

“Win-Win-Win"関係Jの構築で日本人学生が
排除されているのはなかろうか? 日本型経営

を世界に誇った時代では外国人は排除されてい

た。そして.今日グローパル時代という言葉に

翻弄され，日本人のポテンシャルが軽視されて

いる。このような状況で.異文化経営の課題で

あるダイパーシティ・マネージメントを現実の

ものにするのは不可能だ。「外国人枠」ゃ「日

本人枠」という雇用システムを是正し.国籍を

超えた雇用システムを確立すべきであるo 個々

の能力に着目する雇用システム.それがダイ

ノtーシティ・マネージメントの真髄なのである o

それを実現するには.教育システムの見直し

そして日本の大学での就学の質を高めることに

よって. 日本の大学で就学するすべての学生の

ポテンシャルを引き出す教育システムを確立し

なくてはならない。現在の日本人学生像を作り

出したのは.日本企業そのものであり.日本の

大学にも非があるとしか言えない。

本稿の最後に「ソフトパンク新30年ビジョン

情報革命で人々を幸せに」で発表されたソフト

パンク社長・孫正義の出自を紹介したい。孫正

義の単独のプレゼンテーションの終わりに近づ

いたとき.神社で撮影された古いモノクロ写真

の女性の写真が大写しされた。その時孫は目に

涙を浮かべて以下を語った加。

「最後に.みなれないおばちゃんの写真.

私にとっては大切な.大切な人物。 14設で

(朝鮮半島から)日本に渡ってきた私のおば

あちゃんです。」

戦中から戦後を在日韓国人一世として苦労し

た祖母との思い出.父と母の話.そして自らが

無番地(不法占拠地域の集落)の出身であるこ

となどを明かした。

孫正義の「情報改革で人を幸せにJの志は.
祖母にあたる朝鮮人女性が実践していた「みん

なを幸せにすること」から学んだ。孫の祖母は

リヤカーで廃品を集めることで生計を立ててい

た苦労人であるo 決して高度な能力を持ち得

た人材とはほど速い。しかしそのリヤカー

に乗って祖母の背中を見て育ったのが孫正義

だったD

日本は韓国・朝鮮人の過去からの軌跡を辿る

20) r破境王孫正義のソフトパンクJr週刊ダイヤモ
ンドJ2010年7月24日.26頁。
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ことによって，将来の外国人労働者政策を策定 村下博(1999)r外国人労働者問題の政策と法』

できるのではなかろうか? そして，日本企業 大阪経済法科大学出版部

が必要な異文化経営力とは何かを考えるとき， 若林亜紀 (2∞7)rサラダボウル化した日本外国人
性別，国籍，人種にこだわらない個々の多様性 依存社会の現場を歩く Welcome or RejectJ 

光文社
を重視することが最優先となるo
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